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AIを利用して創出された発明の発明者についての考察 

弁理士 岩元 将洋 

 

１．はじめに 

近年、大規模言語モデルの性能が著しく向上して

います。例えば、Anthropic 社が 2026 年 4 月 7 日に

公表したモデル Mythos は、生物学、物理学および化

学の高度な知識や推論能力を測定するためのベンチ

マークである GPQA Diamond で 94.6% 1 を獲得し、

これは博士号を持つ専門家の平均スコアである 74% 

2を大きく上回っています。 

このように AI の性能向上が続くことで、発明の過

程においてAIを利用する事例が増加することが予想

されます。これに伴いクローズアップされるのが、

「AI を利用して創出された発明の『発明者』は誰な

のか」という論点です。そこで、本稿では、AI を利

用して創出された発明の発明者について考察します。 

 

２．裁判例の紹介 

DABUS 事件の知財高裁判決（以下、「本判決」と

称します。）では、「発明」について特許を受ける権利

は特許法に基づいて付与されるものであり、特許法

上に規定のある例外を除いて原則自然人に限られる

ため、権利能力のない AI が行った発明については特

許を受ける権利が発生しないことを示しました。 

具体的には、特許法上、「特許を受ける権利」の発

生及びその原始帰属者について定めた規定は、特許

法２９条１項柱書の産業上利用可能な発明をした者

が特許を受けることができることを定めた規定及び

同法３５条３項の一定の場合に使用者等に特許を受

ける権利が原始帰属することを定めた規定以外には

存在せず、また、自然人以外の者が発明者になること

を前提とした特許付与手続を定めた規定も特許法に

はないという理由から、特許法に基づき特許を受け

ることができる「発明」は、自然人が発明者となるも

のに限られると解するのが相当であると結論付けて

います。 

本判決では、現行法においては、我が国において自

然人以外の者が発明者になれないとの判断が下され

ましたが、自然人と AI が共同して発明を行った場合

については示されていません。すなわち、発明の過程

で AI を利用していた場合であっても、自然人が発明

者であるといえる場合であれば特許を受けることが

できると考えられます。 

 

３．AIを利用して創出された発明の問題点 

AI を利用して創出された発明の場合、「「どこまでが

人間の貢献か」という境界線が曖昧になる結果、以下

のような事態が生じる可能性があります。 

①審査段階において拒絶される可能性 

AI は特許を受ける権利を有さないことが確定した

ため、審査段階で発明の発明者が AI であり、自然人

が含まれていないことが明らかになると（現実的に

は審査段階でその事実が判明する可能性は低いと思

われますが）、企業は特許を受ける権利を原始帰属ま

たは承継することができず、特許法 49 条 7 号の規定

によりその特許出願は拒絶されることになります。 

②職務発明制度における「報奨金」の帰属問題 

我が国では、従業者が職務上行った発明について、

企業が特許を受ける権利を取得・承継する場合に企

業は従業者等に「「相当の利益」を支払う義務がありま

す。もし、AI が提示した出力に対して人間が「単に

選択・検証しただけ」であるにもかかわらず、その人

間を便宜上「発明者」として届け出た場合、「そもそ

も発明への実質的貢献がない従業員に対して、会社

は報奨金を支払うべきなのか」という社内的な不整

合が生じます。 

 

４．発明者の認定 

これらの問題を回避するためには、AI を利用して
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創出された発明の発明者を特定する必要があります。

つまり、自然人が発明者であるということができれ

ば、特許法 49 条 7 号の拒絶理由を回避でき、また職

務発明の報奨金制度も正当に運用できます。では、ど

のような場合に、AI を利用した発明において「自然

人が発明者である」と評価できるでしょうか。 

特許法においては、発明者の定義について明文の

規定はありませんが、学説 3では、発明者とは、発明

の創作行為に現実に加担した者だけを指します。そ

うすると、AI を利用して創出された発明の場合に、

自然人が発明の創作行為に現実に加担するとはどの

ような場合であるかを検討する必要があります。 

そこで、AI を利用して創出された発明を AI と人

間による共同発明だと考えると共同発明者とは誰か

という従来の基準を当てはめることができます。学説

4では、共同発明について、発明の成立過程を着想の

提供と着想の具体化に分け、提供した着想が新しい

場合には着想者が着想を具体化することなく公表し

ていない限り着想者は発明者とされ、また、着想を具

体化した者は、その具体化が当業者にとって自明程

度のことに属しない限り発明者であるとされていま

す。 

これを自然人がAIを用いて発明を行った場合に当

てはめると、発明者が自然人になるのは以下の３パ

ターンが考えられます。 

①自然人が発明の着想から具体化まで一貫して行

い、AIはデータ整理などの補助に用いる場合 

例：開発者（自然人）が、データの処理速度を向上

させるための新しい処理のアイデア（着想）を自ら考

案した。プログラムを実装するにあたり、テスト用デ

ータの自動作成やコードのエラーチェックといった

補助的な作業にのみ AI を利用し、開発者自身がプロ

グラムを記述してシステムを具体化した。 

発明者性の判断：この場合、AI の役割は計算機や

便利なツールの域を出ていません。発明の「着想」と

「具体化」の双方が人間の手によって行われている

ため、当然にこの自然人が単独の発明者となります。 

 

②自然人が発明の着想を AIに入力し、AIがその着

想を具体化させる場合 

例：開発者（自然人）が、「スマートフォンのある

センサー情報と別のデータを組み合わせることで、

特定のユーザ行動を検知する」という新たな仕組み

（着想）を考案した。この検知の手順やロジックを詳

細にプロンプトとして AI に与えたところ、AI がそ

の指示通りに動作するソースコードを出力し、機能

が具体化された。 

発明者性の判断：AI が行ったコードの出力は、人

間が提示した具体的な指示からそのまま導き出せる

「専門家にとって自明な範囲」にとどまるのであれ

ば、技術的なアイデアを提供したプロンプトの入力

者（自然人）が発明者となります。 

 

③自然人が AIに発明の着想を出力させ、自然人が

その着想を具体化する場合 

例：生成 AI に対し「パスワードを使わない新しい

ユーザ認証のヒント」を求めたところ、AI から「パ

スワードの代わりに、人間のスマートフォンの持ち

方のクセを分析して本人確認をする」という新たな

アイデア（着想）を得た。そこで、開発者（自然人）

が実際に作ってみたところ、「歩いている時」や「寝

転がっている時」に姿勢が変わり、本人が使ってもエ

ラーになってしまうという重大な問題に直面したた

め、ユーザがどんな体勢であっても正しくクセを見

抜けるよう、状況に合わせて判定を自動調整する「独

自の仕組み」を自ら考案して組み込み、実際に使える

ソフトとして具体化した。 

発明者性の判断：着想自体は AI の出力から得たも

のですが、それを実際の技術として成立させるため

の「具体化」のプロセスにおいて、自然人が独自の工

夫を施しています。したがって、この具体化が当業者

にとって自明の範囲でない限り、この具体化を行っ

た自然人が発明者として認められます。 

 

５．米国出願を見据えた対応 

ここまでは日本国内におけるリスクや判断基準に

ついて検討してきましたが、AI を利用して創出され

た発明を米国へ出願（または権利行使）する際のリス

クを見据えておくことも極めて重要です。 

米国特許商標庁（USPTO）は、2024 年 2 月に「AI

支援発明に関する発明者性ガイダンス」5を公表して
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います。このガイダンスでは、日本と同様に「発明者

は自然人に限る」としつつ、AI を利用した発明にお

いて人間が発明者と認められるためには、その人間

が発明に対して「実質的な貢献（ Significant 

Contribution）」を行ったか否かが判断基準とされて

います。 

もし、米国出願時にこの基準を満たさない人間を

便宜上「発明者」として記載してしまった場合、将来

の米国訴訟において致命的なリスクが生じます。米

国の強力な証拠開示手続きであるディスカバリによ

って、当時の開発記録や AI サービスの使用履歴が開

示されるため、記載された人間は真の発明者ではな

く、不実記載（Misjoinder/Nonjoinder）であるとい

う事実が露呈する可能性があります。これが不公正

行為（Inequitable Conduct）と認定されれば、特許

権の行使そのものが不可能になるという事態が懸念

されます。 

したがって、将来的に米国への権利展開を想定し

ている場合は、4 章で示した日本の 3 パターンのう

ち、②や③のように AI と協働するケースにおいて、

米国の「実質的な貢献」の基準とも整合性を持たせた

発明者認定を行う必要があります。 

 

 

６．おわりに 

本稿で考察した通り、AI の性能が人間の専門家を

凌駕しつつある現代において、AI を利用した創作活

動はもはや避けて通れなくなっています。将来的な

トラブルを未然に防ぐためには、人間がどのような

独自の工夫を施したかという発明への関与のプロセ

スを、客観的に記録・保存しておく体制を確立するこ

とが重要となっていくと考えられます。 
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